
 

 

議事（１）「環境」について 

 

（１）自然環境・地球環境 

 【現状と課題】 

 ○ 経済活動の拡大や世界的な人口の増加などに伴う地球温暖化やエネルギー需要の拡大

など、地球規模での環境問題が顕在化する中、世界各国において、温室効果ガス削減の取

り組みが進められている。また、東日本大震災等を背景として、再生可能エネルギーの普

及が進められるなど、環境負荷の低減や再生可能エネルギーの効果的な利活用などに対す

る関心が高まってきている。 

○ 本市は、平成 20 年に環境モデル都市の認定を受け、中長期的な温室効果ガスの削減目

標を掲げながら、地球温暖化の防止と活力あるまちづくりが両立した低炭素社会の実現を

目指し、再生可能エネルギーの有効活用など様々な取り組みを進めており、温室効果ガス

の削減量は概ね順調に推移している。 

○ また、平成 25年には、十勝管内 19市町村が、地域のバイオマスを活用した産業創出と

地域循環型のエネルギーの強化を目指す「バイオマス産業都市」に選定され、バイオガス

プラントの設置などによる家畜排せつ物を活用したエネルギー利用や BDFなどのバイオ燃

料の製造、利活用などをすすめている。 

○ 今後も、自然環境の保全や生物多様性の確保などにより地域の豊かな自然との共生をは

かるとともに、資源の制約を意識した社会への転換が求められる中で、市民の環境意識の

向上に努めながら、再生可能エネルギー等の効果的な活用などをすすめ、持続可能な循環

型社会の形成をはかっていくことが必要となっている。 

 

【第六期帯広市総合計画における主な取り組み】 

○ 環境モデル都市行動計画の推進 

○ 環境基金の創設 

○ エコタウン構想の推進 

○ 新エネルギー導入への支援（太陽光発電システム、エコジョーズ、エコキュートなど） 

○ 公共施設への新エネルギーの導入 

○ 十勝バイオマス産業都市構想の推進 

○ 自然環境保全地区の指定、監視 

○ 日高山脈襟裳国定公園の国立公園化に向けた情報収集、要望活動 

○ 大気、河川水質、騒音等の監視・測定、調査 
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 【今後の取り組みの方向性】 

  ○ 地域の豊かな自然環境の保全とともに、再生可能エネルギー等の効果的な活用や省エネ

ルギーの促進などにより、地球環境への負荷の少ない地域づくりをすすめる。 

 

 

 

 

 

（２）廃棄物処理・利活用 

【現状と課題】 

 ○ 本市では、「帯広市一般廃棄物処理基本計画」に基づき、ごみの発生抑制と再使用の促

進や資源の循環的な利用促進、環境への負荷が少ない適正排出の促進、ごみの適正処理な

どをすすめてきており、ごみの減量や資源化については、全国、全道の平均を上回ってお

り、道内主要都市でも上位にある。 

○ 今後、少子高齢化の進行や単身世帯の増加などが見込まれる中、ごみの発生抑制や効率

的な収集運搬体制の整備、再資源化の促進などをすすめる必要がある。 

 

【第六期帯広市総合計画における主な取り組み】 

○ 適正包装の促進、ディスポーザー（※）の導入 
    （※）…流し台の排水口に取り付け、生ごみを粉砕処理し、水と一緒に下水道に排出する装置 

○ 資源集団回収の奨励、小型家電リサイクル事業の実施 

○ 生ごみ堆肥化容器、電動生ごみ処理機の購入支援 

○ ごみステーションのごみ飛散対策の実施 

○ ごみ、し尿の収集・運搬、ごみ排出が困難な世帯への個別収集の実施 

○ ごみ処理施設の管理運営（実施主体：十勝圏複合事務組合） 

○ し尿処理施設の整備、管理運営（実施主体：十勝圏複合事務組合） 

 

 【今後の取り組みの方向性】 

  ○ ごみの発生抑制や再資源化の促進、効率的な収集運搬体制の整備などにより、循環型社

会の形成をはかる。 

 

 

＜論点例＞ 

● 地球環境への負荷の少ない持続可能な地域づくりをすすめるために、再生可能エ

ネルギーの効果的な活用をどのようにすすめるべきか。 

 

＜論点例＞ 

● 循環型社会の形成のために、廃棄物の発生抑制や再資源化の促進をどのように

すすめるべきか。 



成果指標による判定 ａ

２．成果指標の実績値に対する考え方

「市内から排出される二酸化炭素（CO2）削減量」は、17.1万t-CO2となり、前年より2万t-CO2増加しま
したが、目標値を下回りました。省エネ建築や農業分野の取り組みなどがすすんでいる一方、一般家
庭への太陽光発電システムが一定程度普及し伸びが鈍化していることなどが要因と考えられます。

「環境にやさしい活動実践校数」は、平成28年度に新たに3校認定し、35校となり、目標値を達成しま
した。制度導入の意義や効果に対する学校の理解がすすんだことが要因と考えられます。
　「二酸化窒素（NO2）基準値の達成率」については、前年より低下し、目標値には達しませんでした。
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施策の目標
豊かな自然環境を保全するとともに、温室効果ガスの排出抑制などを通して環
境への負荷を低減し、快適な生活環境を保全します。

１．成果指標による判定
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まちづくりの目標 4

政策 4-1 地球環境を守るまちづくり

関   係   部 市民活動部、都市建設部
施策 4-1-1 地球環境の保全

自然と共生するまち
評価担当部 市民環境部

評価日　　平成　22　年  8　月　10 日
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４．市民実感度調査結果に対する考え方

市民実感度は、「そう思う」、「ややそう思う」の合計回答数の割合が69.9％となっており、中位（上位）
にあります。これまで実施してきた環境負荷低減に関する取り組みが一定程度市民に評価されたものと
考えます。

一方、「あまりそう思わない」と「そう思わない」を選んだ割合は25.0％となっています。選んだ理由は、
「環境保全に関する意識が低いから」が最も多く、次いで「一般家庭への新エネルギー・省エネルギー
機器の導入がすすんでいないから」となっています。環境保全に関する意識が一部の市民には十分に
浸透していないことが要因と考えます。

市民実感度（加重平均値）

H29 年次推移

2.843

市民実感度による判定 ｂ

f その他 14 7.4%

有効回答数 189 －

d 騒音や悪臭が気になるから 16 8.5%

e 市内の良好な自然環境が守られていないから 28 14.8%

ｂ 公共施設における新エネルギー・省エネルギー機器の導入がすすんでいないから 19 10.1%

c 一般家庭への新エネルギー・省エネルギー機器の導入がすすんでいないから 55 29.1%

上記の回答で3（あまりそう思わない）または4（そう思わない）を選んだ理由 H29
回答数 構成比

ａ 環境保全に関する意識が低いから 57 30.2%

無回答 39 5.0%

合計回答数 782 －

3 あまりそう思わない 166 21.2%

4 そう思わない 30 3.8%

13.9%

2 ややそう思う 438 56.0%

回答 H29
回答数 構成比

1 そう思う 109

３．市民実感度による判定

設問 自然環境が保全され、環境への負荷を低減する取り組みが行われている
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２．成果指標の実績値に対する考え方
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まちづくりの目標 4 自然と共生するまち
市民環境部評価担当部

関   係   部

「市民1人1日当たりのごみの排出量」は、前年に比べ減少したものの、目標値に達しませんでした。
世帯数の増加に伴う生活ごみ全般の増加のほか、生ごみの割合が依然として多いことが要因と考えま
す。

「リサイクル率」は、前年に比べ0.3ポイント減少し、目標値を下回りました。家庭のごみだけで算出した
リサイクル率は36.1％で、平成22年度以降では最も高くなっており、ごみの分別や資源化に対する市
民の理解と協力がすすんできていますが、ごみの総排出量が計画どおりに減少していないこと、容器
包装の軽量化がすすんでいること、電子媒体の普及による新聞、雑誌の減少により、資源ごみの全体
量が減少していることが要因と考えます。

「ごみステーションの指導率」は、前年に比べ0.1ポイント向上しましたが、目標値に達しなかったほ
か、「ごみの適正分別率」は、前年に比べ0.3ポイント向上しましたが、目標値を下回りました。様々な啓
発・広報により、徐々に分別の意識が高まってきていますが、分別の種類が多いことによる分別方法の
困難さにより、排出方法に対する理解が十分に浸透していないことなどが要因と考えます。

政策 地球環境を守るまちづくり
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の適正処理に取り組み、循環型の地域社会づくりをすすめます。
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年次推移H29

市民実感度による判定

3.169

ｂ

４．市民実感度調査結果に対する考え方

市民実感度（加重平均値）

有効回答数 110 －

e
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30.9%
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その他 19 17.3%

12

行政の取り組みや周知が十分でないから 34

14.5%

ｄ

無回答 12 1.5%

合計回答数 786

再使用や資源化に関する意識が低いから

29 26.4%

上記の回答で3（あまりそう思わない）または4（そう思わない）を選んだ理由

ｃ 事業者のごみ減量や資源再生利用の取り組みが十分でないから

3 あまりそう思わない 92 11.7%

ｂ

2

ａ ごみの分別や排出日が守られていないから

3.6%

H29
回答数 構成比

375 47.7%

－

そう思う 279 35.5%

ややそう思う

市民実感度は、「そう思う」と「ややそう思う」の合計回答数の割合が83.2％となっており、中位（上位）
にあります。ごみの減量や再利用、リサイクルに関する市民の理解や取り組みがすすんできていること
が要因と考えます。

一方で、「そう思わない」と「あまりそう思わない」を選んだ理由としては、「行政の取り組みや周知が十
分でないから」の割合が最も多くなっています。再使用や資源化に対する市民の意識や関心が高まっ
てきている一方で、不適正な分別や排出が一部で見られることから、より一層の行政による効果的な指
導や周知・啓発が必要と感じている市民が一定数いることなどが要因と考えます。

設問 ごみの減量やリサイクルなど、廃棄物の資源化や適正な処理が行われている
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３．市民実感度による判定
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  環境モデル都市の取組について 

 2015年（H27）の帯広市内のCO2排出量は、基準年（2000年比）13.2％の減少 
家庭部門と運輸部門からの排出が６割以上を占める 
家庭部門では、世帯数の増加などが要因となり、増加傾向 
運輸部門では、エコカーの普及などにより、減少傾向 

1.市内からの二酸化炭素排出量の推移 （単位：万t-CO2） 

2000年（基準） 
（Ｈ12） 

145.9万 

2009年 
（Ｈ21） 

133.4万 

2010年 
（Ｈ22） 

134.9万 

2011年 
（Ｈ23） 

129.7万 

2012年 
（Ｈ24） 

133.4万 

2013年 
（Ｈ25） 

128.8万 

2014年 
（Ｈ26） 

130.1万 

2015年 
（Ｈ27） 

126.6万 

計画値に対し、概ね順調に推移している 

（単位：万t-CO2） 

2.環境モデル都市行動計画の主な取組 
【家庭部門】 
一般家庭への再エネ・省エネ機器の導入補助 
   太陽光発電システム、木質ペレットストーブ、エコジョーズ、エコキュート、HEMS 
省エネ建築の促進 
   補助金の交付、スマートタウン六中事業（旧六中跡地でのゼロエネ・環境配慮型住宅の造成） 
環境教育の推進 
   環境にやさしい活動実践校の取組、出前環境教室の実施 
【運輸部門】 
エコカーの普及促進（イベント等での普及啓発） 
廃食用油からのバイオディーゼル燃料（BDF）精製 
【業務部門】 
公共施設への再エネ・省エネ機器の率先導入 
町内会防犯灯や道路照明灯の高効率化 
【産業部門】 
農業分野での取組 
   エコフィードの利用促進、家畜ふん尿の堆肥施用 

3.行動計画に基づく取組による削減量の推移 
中期目標 長期目標

平成21年平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年 平成42年 平成62年
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2032年 2050年

94.3% 95.6% 96.6% 99.5%

48.6 74.8

達成率 74.1% 80.0% 85.2% 79.7% 81.8%

実績 2.0 3.6 5.2 6.3 9.9

14.0 15.8 17.7 19.7

13.2 15.1 17.1 19.6

計画 2.7 4.5 6.1 7.9 12.1

第一期 第二期



 

用語解説：『環境』 

 

○エコジョーズ 

従来捨てていた燃焼排気熱を回収し、再利用する高効率ガス給湯暖房機。 

 

○エコキュート 

二酸化炭素を冷媒としたヒートポンプ技術により、空気の熱を利用し、湯を沸かす高

効率電気給湯器。 

 

○ＨＥＭＳ（ホーム・エネルギー・マネジメント・システム） 

家庭でのエネルギー管理システム。各家電と機器をつなぎ、エネルギー使用状況の

モニター画面での「見える化」や各家電を自動制御することで、省エネや節電を促す。 

 

○ＢＤＦ 

 菜種油等の植物油を化学処理して製造されるディーゼルエンジン用の燃料で、利用し

ても二酸化炭素の総排出量が増えないことから、軽油に混合または軽油の代替燃料と

して利用されている。 

 

○エコフィード 

 食品残さ等を利用して製造された家畜用飼料であり、食品リサイクル、飼料自給率の

向上等を図る取組として推進されている。 

 

○エコタウン構想 

市内北西端に位置する中島地区に、廃棄物・リサイクル関連施設の集積と緑地の整

備を一体的にすすめる構想。 

廃棄物の地域内処理体制の構築と輸送距離の短縮、緑地整備による緑のネットワー

ク形成を図り、二酸化炭素排出量を削減していく取組み。 

 

 



■目指すべき将来像 
 ① 豊富な地域資源を活用したまちづくり   
 ② エネルギー自給が可能なまちづくり 
 ③ 環境に優しいまちづくり 
 

■2022年度目標（基準年2012年度に対する目標） 

 バイオマス利用率 87.0％ ⇒ 94.5％ 
 エネルギー自給率 68.0％ ⇒ 82.3％ 
 CO２削減量 22,550千 t-CO２ ⇒ 24,509千 t-CO２  

十勝バイオマス産業都市構想の進捗 

構想における実績 

■バイオマス利用率88.3％ 
    （十勝にある利用可能なバイオマス資源のうち、実際に利用されている割合） 

■エネルギー自給率70.5％ 
    （十勝の年間電力使用量のうち、再生可能エネルギーを活用した発電量の割合） 

■CO２削減量30,347千ｔ-CO２ 

■設備投資額112億円 

■Ｈ２９．３時点で31基のプラントが稼働中 

 （うち2９基がバイオガスプラント※） 

「十勝バイオマス産業都市構想」 

○バイオマス産業都市 
 
経済性が確保された一貫システムを構築し、地域の特色を活かした 

バイオマス産業を軸とした環境にやさしく災害に強いまち・むら 

づくりを目指す地域であり、関係7府省が共同で選定。 
※関係7府省：内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、 

 国土交通省、環境省 

H25.6月 十勝地域がバイオマス産業都市に選定される。 

※家畜排せつ物や食品廃棄物等のバイオマス（動植物に由来する有機物）資源を、微生 

  物による発酵によりメタンガスを製造する施設。 



十勝バイオマス産業都市構想 

バイオガスプラント

家畜ふん尿

生ゴミ

集落排水汚泥

○取り組み方向
・家畜排せつ物の良質堆肥化による農地還元
・バイオガスによる熱利用・発電の推進

消化液

ﾊﾞｲｵｶﾞｽ

畑散布

高付加価値肥料

発電

熱

ガス自動車

Ⅰ．バイオガスプロジェクト

規格外小麦

余剰てん菜

○取り組み方向
・地域内におけるＥ３・Ｅ１０の利用拡大
・高濃度利用であるＥＤ９５の実証試験

E3、E10先行導入

DDGS飼料（家畜飼料）

蒸留廃液（産業廃棄物）

バイオエタノール製造施設

当初は帯広市内限定

十勝管内一円

給油所

バイオガスプラントへ

Ⅱ．バイオエタノールプロジェクト

○取り組み方向
・Ｂ５軽油の利用拡大による地産池消型エネルギーシステム
の構築

・寒冷地におけるＢＤＦの高濃度利用（Ｂ２０）の実証事業

B5一般販売
B20試験導入

バイオガスプラント

BDF製造施設

グリセリン

（産業廃棄物）
十勝管内一円

十勝沖帯広市

陸別町

広尾町

清水町

中札内村
更別村

大樹町

芽室町 幕別町

豊頃町

足寄町

上士幌町

鹿追町

新得町

士幌町 本別町

音更町

池田町

日
高
管
内
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十勝沖海底資源：次世代燃料
「メタンハイドレード」

エネルギー源の海外依存からの脱却
⇒未来エネルギー源としての期待

参考

Ⅲ．ＢＤＦプロジェクト

Ⅳ．木質バイオマスプロジェクト

酪農家の敷料

木質バイオマス発電

燃焼灰⇒堆肥

Ⅰ バイオガスプロジェクト
Ⅱ バイオエタノールプロジェクト
Ⅲ ＢＤＦプロジェクト
Ⅳ 木質バイオマスプロジェクト

４つのプロジェクト

ED95試験導入

恵まれた土地自然、自然環境⇒潜在力を最大限活用。
“十勝～農・食・エネ自給社会を国内外に発信”

○太陽光発電

○下水汚泥の活用

○小水力発電 など

国内有数の日照時間
（2,033ｈ）

その他の再生可能エネルギー

広域連携

十勝バイオマス
産業都市の構築

環境モデル都市（帯広市）

エネルギーパーク（芽室町、足寄町）

バイオマスタウン構想策定自治体

帯広の森など公園から発
生する樹木

河川敷地や道路敷地の管
理上支障となる樹木

十勝管内森林組合から発
生する樹木

一般家庭から排出される
剪定枝

○取り組み方向
熱利用・発電事業などによるエネルギー利用の推進

～十勝の農・食・エネ自給社会の形成を目指して～

（１）豊富な地域資源を活用したまちづくり
（２）エネルギー自給が可能なまちづくり
（３）環境に優しいまちづくり

目指すべき将来像

※ 現在休止中 
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　下のグラフは、平成20年度と平成27年度を、表は平成27年度の一般廃棄物のリサイクル率を比較したものです。
帯広市は4番目に位置しています。
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１人１日あたりのごみ排出量

10 室 蘭 市

　平成27年度の１人１日あたりのごみ排出量を比較したものです。帯広市は3番目に位置しています。
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内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋



内閣府「SDGｓ未来都市等の選定について」より抜粋


	総計審議会資料 
	自然と共生するまち



